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(57)【要約】
【課題】光が収差補正器に照射した際に発生する回折光
による波面検出への影響を低減すること。
【解決手段】補償光学装置が、光を照射した被検査物か
らの戻り光により収差補正手段において発生する回折光
を遮光する遮光手段と、前記遮光手段における開口部を
通過した前記戻り光の収差を検出する検出手段と、前記
検出手段による検出結果に基づいて前記収差補正手段を
制御する制御手段と、を備える。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光を照射した被検査物からの戻り光により収差補正手段において発生する回折光を遮光
する遮光手段と、
　前記遮光手段における開口部を通過した前記戻り光の収差を検出する検出手段と、
　前記検出手段による検出結果に基づいて前記収差補正手段を制御する制御手段と、
　を備えることを特徴とする補償光学装置。
【請求項２】
　前記被検査物は、被検眼であり、
　前記収差補正手段は、前記被検眼の前眼部に対して光学的に略共役な位置に配置され、
　前記遮光手段は、前記被検眼の網膜に対して光学的に略共役な位置に配置されることを
特徴とする請求項１に記載の補償光学装置。
【請求項３】
　前記開口部の長さが、前記遮光手段における前記回折光の位置と、前記遮光手段におけ
る前記戻り光の位置との距離よりも短いことを特徴とする請求項１または２に記載の補償
光学装置。
【請求項４】
　前記被検査物の画像を取得するための光を発生させる光源と、前記収差を検出するため
の光を発生させる光源とを兼用することを特徴とする請求項１乃至３の何れか１項に記載
の補償光学装置。
【請求項５】
　前記光を隣接する回折光の間から前記収差補正手段に照射するように構成することを特
徴とする請求項１乃至４の何れか１項に記載の補償光学装置。
【請求項６】
　前記開口部の大きさを変更する変更手段と、
　前記検出手段による検出結果に基づいて前記変更手段を制御する制御手段と、
　をさらに備えることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の補償光学装置
。
【請求項７】
　前記制御手段が、前記検出された収差量が閾値未満の場合に前記開口部の大きさを小さ
くなるように、前記変更手段を制御することを特徴とする請求項６に記載の補償光学装置
。
【請求項８】
　前記収差補正手段は、液晶を用いた空間光変調器、または、複数の微小ミラーを有する
形状可変ミラーであることを特徴とする請求項１乃至７の何れか１項に記載の補償光学装
置。
【請求項９】
　前記収差補正手段は、２次元マトリクス構造を有する波面補正器であり、
　前記２次元マトリクス構造の周期構造のピッチをＰ、前記光の波長をλ、前記波面補正
器への前記光の入射角をθ、前記遮光手段の前記戻り光を通過させる前記開口部の径をｒ
、前記波面補正器と前記遮光手段との間の光学系の焦点距離をｆ、ｎを整数とした場合、

　という関係を満たすことを特徴とする請求項１乃至８の何れか１項に記載の補償光学装
置。
【請求項１０】
　請求項１乃至９の何れか１項に記載の補償光学装置と、
　前記補償光学装置を介した、前記被検査物からの戻り光を測定する測定手段と、
　前記測定した戻り光に基づいて、前記被検査物の画像を取得する画像取得手段と、
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　を備えることを特徴とする画像取得装置。
【請求項１１】
　前記収差補正手段は、前記画像取得手段により前記画像が取得される間においても、前
記被検査物からの戻り光の収差を補正することを特徴とする請求項１０に記載の画像取得
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、補償光学装置及び画像取得装置に関し、特に被検査物で発生する収差を補正
する補償光学装置及び画像取得装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、アクティブな光学素子を用いて、高次の波面収差まで補正する補償光学（Ａｄａ
ｐｔｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃｓ：ＡＯ）の技術が実用化され、様々な分野で適用されている。
これは、測定対象自身が持つ特性や測定環境の変動などで発生する、プローブ光や信号光
の波面収差を波面センサで逐次測定し、形状可変ミラー（Ｄｅｆｏｒｍａｂｌｅ　Ｍｉｒ
ｒｏｒ：以下、「ＤＭ」）や、空間光変調器（Ｓｐａｔｉａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｍｏｄｕｌ
ａｔｏｒ：以下、「ＳＬＭ」）などの波面補正器で補正する技術であり、特に眼の網膜の
検査システムの分野で注目されている。
【０００３】
　このような眼科機器としては、眼底カメラの他に、網膜の２次元像を取得するＳＬＯ（
Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｌａｓｅｒ　Ｏｐｈｔｈａｌｍｏｓｃｏｐｅ：レーザー検眼鏡）や、
網膜の断層像を取得するＯＣＴ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｈｅｒｅｎｃｅ　Ｔｏｍｏｇｒａ
ｐｈｙ：光学的干渉断層計）が知られている。ＳＬＯとＯＣＴは、光ビームを走査手段に
より網膜上において１次元または２次元に走査し、網膜からの反射・後方散乱光を受光し
て、網膜の２次元画像や３次元画像を取得する。
【０００４】
　特許文献１では、光源からの光を走査手段により網膜において２次元走査しながら、波
面検出器により網膜から反射した戻り光の一部を受光して波面を検出し、収差補正器によ
り被検眼に照射する光の波面と戻り光の波面とを補正して、戻り光の一部を受光して画像
形成するＳＬＯが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許４１５７８３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ここで、波面収差を補正する収差補正器として、一般的に、複数の微小ミラーが周期的
に２次元配列されて構成されているタイプのＤＭや、複数の微小な画素が周期的に２次元
マトリクス状に配列されている液晶型ＳＬＭが用いられる。これらの収差補正器は、複数
の画素間に隙間が周期的に離散する構造を有するため、光が収差補正器に照射した際に回
折光が発生してしまう。回折光が波面検出器に照射すると、精密な波面検出に影響を及ぼ
して収差補正の精度が低下するため、取得される画像の画質も低下する可能性がある。
【０００７】
　上記の課題に鑑み、本発明は、光が収差補正器に照射した際に発生する回折光による波
面検出への影響を低減することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の目的を達成する本発明に係る補償光学装置は、
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　光を照射した被検査物からの戻り光により収差補正手段において発生する回折光を遮光
する遮光手段と、
　前記遮光手段における開口部を通過した前記戻り光の収差を検出する検出手段と、
　前記検出手段による検出結果に基づいて前記収差補正手段を制御する制御手段と、を備
える。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、光が収差補正器に照射した際に発生する回折光を波面検出器の前段で
遮光することができる。このため、この回折光による波面検出への影響を低減することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】第１実施形態に係る補償光学装置の構成例を示す図。
【図２】第１実施形態に係る反射型液晶ＳＬＭで発生する各回折光の回折角の特性の説明
図。
【図３】第１実施形態に係る最適な入射角の条件の説明図。
【図４】第２実施形態に係る補償光学装置の一部の構成例を示す図。
【図５】第３実施形態に係る補償光学装置の一部の構成例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、添付の図面を参照しながら、本発明の実施の形態を説明する。
【００１２】
　（第１実施形態：収差補正手段で発生する回折光を遮光する遮光部）
　ＳＬＯ（Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｌａｓｅｒ　Ｏｐｈｔｈａｌｍｏｓｃｏｐｅ：レーザー検
眼鏡）や、ＯＣＴ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｈｅｒｅｎｃｅ　Ｔｏｍｏｇｒａｐｈｙ：光学
的干渉断層計）は、光ビームを偏向器によって網膜上に１次元または２次元に走査し、網
膜からの反射・後方散乱光を同期計測して、網膜の２次元画像や３次元画像を取得する。
【００１３】
　取得した画像の、網膜の面方向（横方向）の空間分解能（以下、「横分解能」）は、基
本的に網膜上で走査されるビームスポット径で決まるが、網膜上に集光されたビームスポ
ット径を小さくするためには、眼に入射するビームの径を太くすればよい。しかし、眼球
で主に屈折の作用を受け持つ角膜や水晶体の曲面形状や屈折率の一様性は不完全であり、
これらは透過光の波面に高次の収差を発生させるため、太いビームを入射しても、網膜上
のスポットは所望の径には集光できずに、むしろ広がってしまう。この結果、取得される
画像の横分解能は低下し、共焦点光学系では取得される画像信号のＳ／Ｎも低下すること
になる。従って、従来は眼光学系の持つ収差の影響を受けにくい１ｍｍ程度の細いビーム
を入射させ、網膜上には２０μｍ程度のスポットを形成するのが一般的であった。
【００１４】
　これに対して近年では補償光学技術が導入されつつある。この技術を用いることで、７
．５ｍｍ程度の太いビームを眼球に入射しても、波面補償により網膜上で回折限界に近い
２μｍ未満にまで集光でき、高解像度のＳＬＯやＯＣＴの画像を取得することが可能にな
っている。
【００１５】
　（補償光学装置の構成）
　図１は、第１実施形態に係る補償光学装置１００の構成例を示す。なお、補償光学機能
を有するＳＬＯをＡＯ－ＳＬＯとも言う。照射部として機能する光源４から射出された波
長λ（８４０ｎｍ）の光７１は、ビームスプリッタ（ＢＳ）５９でその一部が透過し、ビ
ームスプリッタ（ＢＳ）５８で更にその一部が反射されて、光学系５５の一部を介し、収
差補正手段の一例である反射型液晶ＳＬＭ１に照射光として入射角θで照射し、反射光と
して反射される。その後、光学系５４を介して走査手段の一例であるガルバノミラーやポ
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リゴンミラー等の偏向器５０で偏向反射される。なお、入射角θは、反射型液晶ＳＬＭ１
の反射面の垂線に対する照射光の角度のことである（図４の一点鎖線）。また、偏向器５
０からの光は、光学系５３を介して被検査物の一例である被検眼６に入射し、網膜６２上
を走査される。ここでは、被検眼を照明する光を実線の矢印で示してある。
【００１６】
　なお、被検査物としては、被検眼以外に、例えば、皮膚等の被検体が考えられる。また
、本実施形態に係る補償光学装置は、眼科装置以外にも、例えば、内視鏡に適用すること
ができる。また、収差補正手段としては、ＳＬＭでも良いし、ＤＭでも良い。また、ＳＬ
Ｍとしては、反射型でも良く、透過型でも良く、また、液晶型にも限らない。収差補正手
段としては、複数の画素間に隙間が周期的に離散する構造を有し、光が波面補正器に照射
した際に回折光が発生してしまうような構成であれば、何でも良い。例えば、複数の微小
ミラーが周期的に２次元配列されて構成されているタイプのＤＭや、複数の微小な画素が
周期的に２次元マトリクス状に配列されている液晶型ＳＬＭがある。
【００１７】
　ここで、ＤＭは、一般に、蒸着膜を最適化すれば、広い波長帯域に対して特性が波長に
依存しないため、広く使用できるが、補正値の算出に必要な擬似逆行列の設定など計算が
複雑であること、価格が非常に高価であるという特徴がある。一方、液晶型ＳＬＭは、液
晶材料が持つ波長分散特性や、回折効率の波長依存性を有し、更に一方の偏光成分は補正
できるが他方の偏光成分は補正できないが、ＤＭに比べて非常に安価であること、測定し
た波面収差形状をそのまま表示すればよいため、制御が平易であるという特徴がある。な
お、被検査物を撮像している際に液晶ＳＬＭによりリアルタイムで収差補正を行う場合、
液晶ＳＬＭは波長依存性があるため、撮像用の光の波長と収差補正用の光の波長とを同一
の波長で構成することが好ましい。例えば、撮像用の光源と収差補正用の光源とを共通の
光源とすることが考えられる。もちろん、波長毎に異なる液晶ＳＬＭを用いれば、こらら
の光の波長を異なる波長としても良い。
【００１８】
　網膜６２で拡散反射された戻り光８は、被検眼を照明する光の光路を逆に伝播する。そ
して、戻り光８の一部は、ＢＳ５８を透過して、ピンホール板５１の開口部を通過した後
、光学系５６を介して、検出手段の一例である波面センサ２に波面検出光８１として照射
する。また、戻り光８の一部は、ＢＳ５８で反射した後、その一部がＢＳ５９で更に反射
され、光学系５７、ピンホール板５２の開口部を通過して、画像信号光８２として測定手
段として機能する光検出器３に照射する。ここで、被検眼からの戻り光８は破線の矢印で
示されている。なお、ピンホール板５１の役割については後述する。また、波面検出光８
１や画像信号光８２を、「戻り光」とも表現する。
【００１９】
　波面センサ２は、マイクロレンズアレイと２次元撮像素子で構成されたシャック・ハル
トマン型のセンサであり、得られたハルトマン像の各スポットの変位量から波面収差を検
出して、制御部の一例であるコンピュータ１０へ伝送する。光検出器３はフォトダイオー
ドもしくは光電子増倍管であって、照射した画像信号光８２を測定して電気信号に変換し
、コンピュータ１０へ伝送する。この電気信号は、偏向器５０からの同期信号に同期され
て、画像取得装置として機能するコンピュータ１０により２次元の画像情報が形成される
。
【００２０】
　このとき、被検眼６に入射した光７２は、前眼部６１に照射する際のビーム径が６ｍｍ
に設定されており、眼光学系が無収差であれば、網膜上では約３μｍに集光される。しか
し、実際には眼光学系が持つ不完全性によって収差が加えられ、網膜６２上では乱れたス
ポットになっている。また、網膜６２からの戻り光８も、同様に収差が加えられており、
網膜６２と光学的に略共役な位置に設置されているピンホール板５２上で、同様に乱れて
ボケたスポットになり、光検出器３で検出される信号強度は弱くなっている。
【００２１】
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　ここで、波面センサ２により検出された波面収差の検出結果データに基づき、コンピュ
ータ１０で、波面収差補正用の指示値データが形成されて、反射型液晶ＳＬＭ１に送られ
、反射型液晶ＳＬＭ１は、その指示値データに従って液晶パネル上に補正画面を表示する
。これにより、反射型液晶ＳＬＭ１で反射された光７２には、眼光学系が持つ収差と逆の
符号を持つ収差が与えられる。この光７２は、被検眼６に入射したときに波面収差が相殺
（補正）され、良好な球面波となって、理想的に網膜６２上に集光される。逆に拡散反射
された戻り光８は、被検眼６から射出された際に収差が加えられるが、反射型液晶ＳＬＭ
１で補正され、反射した際には良好な波面を持って伝播し、ピンホール板５２上で理想的
に集光され、その殆どがピンホール板５２の開口部を通過して、光検出器３で強い画像信
号として検出される。以上のように、被検眼６が持つ収差は補償光学機能によって補正さ
れ、明るく解像度の高い画像が得られることになる。
【００２２】
　（光が収差補正手段に照射した際に発生する回折光）
　このとき、反射型液晶ＳＬＭ１は微小な画素が２次元マトリクス構造で周期的に配列さ
れている画素周期構造を持つために、光７１が照射、反射される際に、複数の回折光群９
が発生する。なお、回折光は、光源から射出されて被検眼へ入射する光（往路）だけでな
く戻り光（復路）によっても液晶ＳＬＭにおいて発生しうるが、主に光源から射出されて
被検眼へ入射する光（往路）に起因しており、戻り光（復路）に起因して液晶ＳＬＭにお
いて発生する回折光のオーダーよりも大きい。ここでは、各回折光は点線の矢印で示され
ている。各次数の回折角（反射型液晶ＳＬＭ１面の法線方向からの角度）βｎは、反射型
液晶ＳＬＭ１の画素ピッチをＰ、照射光の波長をλ、反射型液晶ＳＬＭ１への照射光の入
射角をθ、ｎを整数としたとき、以下の式（１）のような関係となる。
【００２３】
【数１】

【００２４】
　例えば、波長λが８４０ｎｍ、画素ピッチＰが２０μｍ、入射角θが５度のとき、各回
折光は、図２のような角度で発生する。ここで、図２は、本実施形態に係る反射型液晶Ｓ
ＬＭで発生する各回折光の回折角の特性を表せているグラフである。なお、横軸の角度は
、光７２である反射光（ゼロ次の回折光）の反射角をゼロ度として表示している。従って
、光７１の角度は１０度にあたる。なお、光源の波長λと反射型液晶ＳＬＭ１の画素ピッ
チＰとにより回折光同士の角度が決まり、入射角θにより回折光の角度が決まる。
【００２５】
　この回折光のうちのひとつが照射する光７１の角度に近い角度、すなわちｋ次の回折角
βｋが－θに近い角度になると（図２の例では、４次の回折光が照射光に対して０.５度
差程度と近い角度になっている）、複数の回折光のうち一部の回折光は波面センサ２に入
射してしまい、正しい波面検出ができなくなる。また、複数の回折光のうち一部の回折光
が光検出器３に照射されると、常に一定の信号が上乗せされることにより、コントラスト
の低い画像が得られることになってしまう。
【００２６】
　（収差補正手段で発生する回折光を遮光する遮光部）
　回折光による波面検出への影響を低減するために、光が収差補正器に照射した際に発生
する回折光を波面検出器の前段で遮光する。
【００２７】
　まず、反射型液晶ＳＬＭ１と波面センサ２との間に、回折光を遮光する遮光部の一例で
あるピンホール板５１を配置する。また、ピンホール板５１は、波面検出光８１を遮るこ
となく通過させるために、開口部の一例であるピンホールがあいている。また、この目的
から、ピンホール板５１の開口部は、波面検出光８１が集光される位置に設けられること
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が好ましい。具体的には、ピンホール板５１は、網膜６２に対して光学的に略共役な位置
に配置されることが好ましい。これにより、波面検出光８１が遮光部に照射する位置と、
回折光が遮光部に照射する位置とをできるだけ離すことができる。
【００２８】
　また、複数の回折光のうち、波面検出光８１に隣接する次数の回折光９１が、ピンホー
ル板５１を通らないような条件にする必要がある。具体的には、ピンホール板５１の開口
部の長さ（大きさ）が、複数の回折光のうち、波面検出光８１に隣接する次数の回折光が
ピンホール板５１に照射される位置（遮光部における回折光の位置）と、波面検出光８１
がピンホール板５１に照射される位置（遮光部における戻り光の位置）との距離よりも短
い（小さい）必要がある。例えば、ピンホール板５１の開口部の半径をｒとしたとき、ピ
ンホール板５１面上での両者の距離ｄは、式（２）を満たさなければならない。
【００２９】
【数２】

【００３０】
　反射型液晶ＳＬＭ１は、瞳共役の位置（前眼部に対して光学的に略共役な位置）、ピン
ホール板５１は像面共役の位置にそれぞれ配置されているため、両者の間の光学系５５の
焦点距離をｆとし、ｋを整数とすれば、距離ｄは、式（３）のように表される。
【００３１】
【数３】

【００３２】
　式（１）及び式（３）により、式（２）は、式（４）のようになる。
【００３３】
【数４】

【００３４】
　与えられたλ、Ｐ、ｆ、ｒに対して、光の反射型液晶ＳＬＭ１への入射角θを式（４）
の条件を満たすように設定すれば、回折光はピンホール板５１で遮られ、波面センサ２に
照射することがなくなり、不要光のない良好なハルトマン像が得られることになる。これ
により、精度の高い安定した波面検出が可能になる。なお、式（４）の左辺がゼロになる
場合、回折光と戻り光とが同じ角度になるため、ピンホールの大きさに関係なく、回折光
が波面センサ２に照射されてしまうことを意味する。
【００３５】
　例えば、光学系５５の焦点距離ｆが－８０ｍｍ、ピンホール板５１の開口部の半径ｒが
０.５ｍｍである場合、光７１の入射角θは、図３に示されるグラフにおいて、回折光の
位置ｄが０.５ｍｍを上回る範囲（０～約１.６度、約２.２～約３.９度、約４.７～約６.
３度、約７.１～約８.８度、・・・）に設定すればよいことになる。
【００３６】
　なお、画像取得用の光検出器３にも回折光が照射しないことが求められるが、共焦点光
学系を形成するためのピンホール板５２の開口部の半径は、画像の分解能を確保するため
に、この位置での画像信号光８２のビームスポットのエアリーディスク径に近いオーダー
になっている。すなわち、式（４）を適用させたときの半径ｒは非常に小さい。波面セン
サ２側のピンホール板５１の開口部の半径は、収差がある場合の波面検出光８１も通過さ
せる必要があり、波面検出光８１のスポットのエアリーディスク径よりも十分に大きくな
っているため、ピンホール板５１に関して式（４）を満たしていれば、ピンホール板５２
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を回折光が通過することはない。
【００３７】
　以上により、波面検出と画像取得用の光を同じ波長の光で兼用し、かつ光を波面補正器
である反射型液晶ＳＬＭを介して検査対象物に照射する構成において、反射型液晶ＳＬＭ
からの回折光を除去し、良好な波面検出と、光利用効率の高い画像取得とを行うことがで
きる。これにより、波面検出用の光源や光学系が不要になり、光学系全体をコンパクトに
保ち、かつコストを削減することが可能になる。波面補正器として、微小ミラーを多数周
期的に配置したタイプの形状可変ミラーを用いた場合にも、以上の構成を適用し、同様の
効果を得ることができる。
【００３８】
　特に、液晶ＳＬＭを波面補正器として用いる場合は、波面検出用の光として別の波長の
光を用いて、この光を液晶ＳＬＭを介さずに被検眼に入射させ、波面検出光路を分岐する
ために、波長選択して反射させるダイクロイックミラーを用いる方法も考えられる。これ
により、別の波長である画像取得用の光の、液晶ＳＬＭからの回折光が波面検出器に照射
することを防ぐことができる。
【００３９】
　ただし、この場合は、液晶ＳＬＭの特性が波長依存性を持つため、波面検出用の光の波
長において波面収差を補正しても、画像取得用の光の波長に関しては、収差を持った状態
になる。従って、両波長の光に対して同時に波面収差補正制御を行うことができないため
、画像取得時に同時に波面検出を行って、随時波面収差を補正し続けるという制御ができ
なくなる。よって、このような場合には先に波面検出用の光を照射して、この波長の光で
波面検出、波面収差補正の制御を行い、波長比の係数を与えた補正指示値（固定値）で液
晶ＳＬＭを動作させ、光を画像取得用の波長の光に切り替えて画像取得を行わなければな
らない。この場合、画像取得時に波面収差の補正をやり直すことができないので、眼が動
いたり涙膜の状態が変わったりすると、波面収差補正が適切に行われず、画質が低下しう
る。
【００４０】
　一方、本実施形態の構成であれば、波面検出用の光が、画像取得用の光と同じ波長の光
であるため、上述のような問題は発生せず、画像取得中にも眼の状態の変化に応じて波面
補正、波面収差補正を行うことができるので、波面収差補正動作が安定して行われ、高画
質の画像を安定して取得することが可能になる。
【００４１】
　一方、回折光の波面検出器への照射を避けるために、波面検出用の光として、画像取得
用の光と異なる波長の別の光を用いるという方法もある。画像取得用の光はＳＬＭを介し
て眼に入射させ、波面検出用の光はＳＬＭよりも眼側から入射させる。更に画像取得用の
検出器への光路と、波面検出器への光路とを分岐する部材を、ビームスプリッタではなく
、ダイクロイックミラーなどの波長分岐部材を用いれば、画像取得用の光がＳＬＭで回折
されて戻る不要光が、波面検出器に照射することを防止できる。
【００４２】
　しかし、液晶型ＳＬＭを波面補正器として用いた場合、この構成では画像取得中にも随
時波面を計測しながら補正を続けるということができなくなる。液晶は、その出力特性が
波長に依存するため、波長が異なるとＳＬＭに送るべき補正指示値が異なるからである。
波面検出用の光の波長に対して波面を補正している状態では、画像取得用の光の波長に対
しては収差を持つ状態となる。すなわち、両波長に対して収差を最小化するということを
同時に満足することができないので、異なる波長を波面検出光として用いる場合には、以
下のような複雑な手順を経なければならない。
【００４３】
　先ず波面検出用の光で波面を検出して、ＳＬＭでフィードバック制御を行い、収差を補
正する。次にこのときの補正指示値に、画像取得用の光の波長との比の分だけ係数を掛け
た補正指示値をＳＬＭに送り直す。この状態で補正制御を止めたままで、光を画像取得用
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の光に切り替えて画像を取得する。
【００４４】
　すなわち、画像取得中には波面検出も補正のやり直しもできないため、もし眼の位置が
動いたり、涙膜の状態が変わったりして収差の状態が変わったときには対応できず、良好
な画像を安定して取得することが困難になる。また、２次元配列された微小ミラーからな
る形状可変ミラーにおいては、両方の光の波長差の問題は発生しないが、別の光源や、そ
のための別の光路を形成する光学系などが必要になり、複雑な構成を伴ってコストアップ
の要因になり得る。
【００４５】
　これに対して、本実施形態の構成によれば、このような複雑な手順を回避することがで
きる。
【００４６】
　以上説明したように、本実施形態によれば、複雑な手順を経ることなく、簡易な構成で
、波面補正器により発生する回折光による波面検出への影響を低減することができる。
【００４７】
　なお、本実施形態では、液晶ＳＬＭを介して光を照射する構成を説明したが、必ずしも
液晶ＳＬＭを介する必要はない。例えば、対物レンズの近くから収差測定用の光を照射す
る構成であってもよい。
【００４８】
　また、以上の説明では反射型液晶ＳＬＭを例に挙げたが、透過型液晶ＳＬＭにおいても
本発明を適用できる。透過型液晶ＳＬＭにおいても全てが透過するわけではなく一部が液
晶面で反射しうる。そのため、反射した光が収差補正用の光や画像取得用の光として取得
されてしまうと、反射型液晶ＳＬＭと同様の問題を生じる恐れがある。反射型、透過型の
種類に限定されず広くＳＬＭに本発明を適用することで、簡易な構成で、波面補正器によ
り発生する回折光による波面検出への影響を低減することができる。
【００４９】
　（第２実施形態：波面補正器に対する入射角）
　図４を参照して、第２実施形態に係る補償光学装置の一部の構成を説明する。第１実施
形態では、波面検出光８１に隣接する次数の回折光９１がピンポールに照射する位置と、
波面検出光８１がピンホール板に照射する位置との距離ｄが、ピンホール板の開口部の半
径ｒよりも大きくなるように、光の入射角θを設定した。この場合、式（４）を満たして
いる。このとき、ピンホール板の開口部の半径ｒを比較的小さくできる場合、或いは、Ｓ
ＬＭ１の画素ピッチが比較的小さいために回折光同士の角度が比較的大きい場合、波面検
出光８１がピンホール板に照射する位置と回折光がピンホール板に照射する位置との距離
が比較的大きい。このため、光がＳＬＭ１に照射する入射角θの自由度は比較的大きくな
る。一方、ピンホール板５１の開口部の半径ｒが比較的大きい場合、或いは、ＳＬＭ１の
画素ピッチが比較的大きいために回折光同士の角度が比較的小さい場合、波面検出光８１
がピンホール板に照射する位置と回折光がピンホール板に照射する位置との距離が比較的
小さい。このため、光がＳＬＭ１に入射する入射角θの自由度が比較的小さくなる。
【００５０】
　そのための条件とは、光７１を、図４に示すように、隣接する次数の回折光であるｎ次
の回折光と（ｎ＋１）次の回折光との間からＳＬＭ１に照射するように構成することであ
る。すなわち、ｎ次の回折角をβｎ、（ｎ＋１）次の回折角をβｎ＋１とすると、光の入
射角θが、式（５）の関係を満たせばよい。
【００５１】
【数５】

【００５２】
　従って、ｓｉｎ２θ＝ｓｉｎ（βｎ＋１＋βｎ）
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　＝ｓｉｎ（βｎ＋１）・ｃｏｓ（βｎ）＋ｃｏｓ（βｎ＋１）・ｓｉｎ（βｎ）
　＝｛（ｎ＋１）・λ/Ｐ－ｓｉｎθ ｝・ｃｏｓ（βｎ）
　＋ｃｏｓ（βｎ＋１）・（ｎ・λ/Ｐ－ｓｉｎθ）
　＝｛（ｎ＋１）・λ/Ｐ－ｓｉｎθ ｝・ｓｉｎ（π/２＋βｎ）
　＋ｓｉｎ（π/２＋βｎ＋１）・（ｎ・λ/Ｐ－ｓｉｎθ）
　＝｛（ｎ＋１）・λ/Ｐ－ｓｉｎθ ｝・｛ｎ・λ/Ｐ－ｓｉｎ（π/２＋θ）｝
　＋｛（ｎ＋１）・λ/Ｐ－ｓｉｎ（π/２＋θ）｝・（ｎ・λ/Ｐ－ｓｉｎθ）
　＝（ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｎ・λ/Ｐ－（ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎ（π/２＋θ）
　－ｓｉｎθ・ｎ・λ/Ｐ＋ｓｉｎθ・ｃｏｓθ
　＋（ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｎ・λ/Ｐ－（ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎθ
　－ｓｉｎ（π/２＋θ）・ｎ・λ/Ｐ＋ｃｏｓθ・ｓｉｎθ
　＝２・ｎ・（ｎ＋１）・（λ/Ｐ）２－（ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎ（π/２＋θ）
　＋ｓｉｎ２θ－（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎθ
　－ｓｉｎ（π/２＋θ）・ｎ・λ/Ｐ
　となる。ゆえに、
　２・ｎ・（ｎ＋１）・（λ/Ｐ）２ －（ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｃｏｓθ
　　－（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎθ－ｃｏｓθ・ｎ・λ/Ｐ＝０
　⇔２・ｎ・（ｎ＋１）・（λ/Ｐ）２ －（ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｃｏｓθ
　　－（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎθ－ｎ・λ/Ｐ・ｃｏｓθ＝０
　⇔２・ｎ・（ｎ＋１）・（λ/Ｐ）２ －（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｃｏｓθ
　　　　　　　　　　　－（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎθ＝０
　⇔２・ｎ・（ｎ＋１）・（λ/Ｐ）２ －（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｃｏｓθ
　　　　　　　　　　　－（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・ｓｉｎθ＝０
　⇔２・ｎ・（ｎ＋１）・（λ/Ｐ）２ －（２ｎ＋１）・λ/Ｐ・（ｃｏｓθ＋ｓｉｎθ
）＝０
　となる。したがって、
【００５３】
【数６】

【００５４】
　という条件を満たすように光学系を配置することが好ましい。これにより、回折光がピ
ンホール板に照射する位置を波面検出光８１がピンホール板に照射する位置から比較的遠
くに離すことができる。このため、回折光を遮光する効果を高くすることができる。
【００５５】
　（第３実施形態：戻り光を通過させる開口部の大きさを変更する変更手段）
　図５を参照して、第３実施形態に係る補償光学装置の一部の構成例を説明する。ここで
は、ＳＬＭや偏向器、光源、光検出器等は省略してある。第１及び第２実施形態では、ピ
ンホール板５１の開口部の大きさは、ＳＬＭからの回折光を遮断できる大きさに固定とし
ていた。本実施形態では、ピンホール板５１は、開口部の大きさを変更する機構（変更手
段の一例）で構成されている。これにより、角膜やレンズ等の光学系の要素からの反射光
である不要光を可能な限り波面センサ２に入り込まないように構成することができる。
【００５６】
　ここで、これらの不要光を除去する効果を高めるためには、できるだけピンホール板５
１の開口部の半径は小さい方がよい。しかし、収差が補正されない状態では、あまりにピ
ンホール板５１の開口部の半径が小さいと、本来検出の対象となる、網膜６２からの戻り
光も遮ってしまい、正しく収差を検出できなくなる。例えば、図５（ａ）のように、被検
眼６が近視の場合、網膜６２とピンホール板５１は光学的に共役でなくなるため、図５の
ように、中間結像点はピンホール板５１よりも被検眼６側にシフトする。そのため、ピン
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ホール板５１ではボケてスポットが大きくなる。
【００５７】
　ここでは、ピンホール板５１の開口部の大きさを変更する機構（変更手段の一例）を設
けている。そして、制御部の一例であるコンピュータ１０が、初回の波面検出開始時には
、網膜６２からの戻り光が遮られないように、ピンホール板５１の開口部の半径ｒを大き
くするように、変更手段を制御する。ただし、開口部を大きくし過ぎると、ＳＬＭからの
回折光がピンホール板５１を通過して波面センサ２に照射されてしまうため、開口部の半
径ｒは、式（４）を満たす値（例えばｒ０）に調整される必要がある。
【００５８】
　この状態で、波面センサ２により波面検出光８１の収差を検出し、そのデフォーカス成
分を算出する。このデフォーカス成分に応じて、光学系の中に設置したフォーカスレンズ
５３１を図５（ｂ）に示されるように移動させて、デフォーカス量が略ゼロになるように
調整する。ピンホール板５１は、網膜に対して光学的に略共役な位置に設けられるため、
波面検出光８１はピンホール板５１の開口部の近傍に集光される。なお、デフォーカス量
が閾値未満になるように調整しても良いし、検出された収差が閾値未満になるように調整
しても良い。
【００５９】
　この状態（例えば、検出された収差が閾値未満）になったら、制御部の一例であるコン
ピュータ１０が、ピンホール板５１の開口部の半径をｒ０よりも小さく調整し（例えばｒ

１）、波面センサ２で検出した収差の値に基づいて、図示していないＳＬＭによって波面
収差を補正する。なお、可変のピンホール板５１の開口部の半径を絞る前に、乱視の成分
もトライアルレンズなどで補正してもよいし、高次の収差を含めて全体の収差をＳＬＭに
よって補正しながら、収差量に応じて徐々にピンホール径を絞ってもよい。
【００６０】
　また、本実施形態では、ピンホール板５１の開口部の半径ｒを可変にしているが、異な
る大きさの複数のピンホール板のいずれかを光路に対して挿脱する構成等であっても同様
の効果が得られる。
【００６１】
　これにより、様々な要因で発生する不要光の影響を抑え、精密な波面検出が行えるので
、結果として良好な波面補正が可能であり、画質を向上させることができる。
【００６２】
　（その他の実施形態）
　また、本発明は、以下の処理を実行することによっても実現される。即ち、上述した実
施形態の機能を実現するソフトウェア（プログラム）を、ネットワーク又は各種記憶媒体
を介してシステム或いは装置に供給し、そのシステム或いは装置のコンピュータ（または
ＣＰＵやＭＰＵ等）がプログラムを読み出して実行する処理である。
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【図３】
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